(大山朝常資料所蔵)「軍関係雇傭者の賃金引上請願決議」(和文・英文)を 中心にして沖縄現代史の分析視角を考える by 高江洲 昌哉
はじめに
　 本稿は、 南島文化研究所に所蔵されている大山朝常資料 （以下、 大山資料と略記）
の中から「軍関係雇傭者の賃金引上請願決議」関連資料（以下、本資料と略記）を取り上げ、
「戦後沖縄の平和運動に関する個人資料群の公開・活用モデルの構築と実証的研究」 （鳥
山淳代表、 科学研究補助金基盤研究 （Ｂ）） の研究課題に即して、 本資料を展示資料
等学習教材としての活用方法を提案するものである。
　 これら一連の資料は、 請願決議を作成するために集めた資料や文案なども残されており、
大山資料の独自性を表している。 ただし、 請願決議は立法院の仕事なので、 議事録を
見れば確認することができる （不十分ながら 『沖縄県議会史』 でも翻刻・紹介されている）。
このように、 本資料に関する歴史情報はそれほど知られたものではないが、 探すのに困
難を極めるという資料でもない。 更に言えば、 本資料を紹介することで、 沖縄戦後史像
の従来知られていなかった部分や論争の焦点になっていた部分が解明されるような新たな
「衝撃力」 を持っているものでもない。 このような理由が本稿を科研の 「研究課題」 に即
してと限定的に述べた理由である。 もっとも、 こうして書き連ねていくと、 あえて本資料を
利用する必要があるのかと批判される向きもあるかもしれないが、 本稿の目的は、 これら
の資料を展示することで、 沖縄戦後史においてキーワードになる 「復興」 （対米協力） と
自治の相克を顕在化させることに主眼を置いている。 そのため、 賃金引上げといった基
地労働者の労働環境の解明 ・ 分析を直接対象とするものではない。 あくまでも本稿の目
的は、 “現物資料” を通して戦後沖縄社会という構造を “動態的関係性の中で理解する”
実践の一例といえる。
１：1954 年の軍雇傭者賃上げ問題とは
　 冒頭で述べたように本稿は、 基地労働者の待遇問題を直接扱うものではないが、 議論
の必要上、研究情報を確認すると、文献では、琉球政府労働局編 『資料琉球労働運動史』
（琉球政府労働局、 1962 年）、 『全軍労 ・ 全駐労沖縄運動史』 （全駐労沖縄地区本部、
1999 年）、上原康助 『基地沖縄の苦闘』 （1982 年）、石原昌家 『戦後沖縄の社会史』 （ひ
るぎ社、 1995 年）、 南雲和夫 『米軍基地と労働運動』 （かもがわ出版、 1997 年）、 幸
地成憲 『米軍統治下の沖縄労働法の特質』 （若夏社、 1999 年）、 沖縄タイムス社 『基
地で働くー軍作業員の戦後』 （沖縄タイムス社、2013 年） などがあり、時期的制約はあるが、
労働運動を中心に資料集や研究書の蓄積がなされている。
　 次に、 「基地社会」 の成立を考える際に画期となる鳥山淳の 『沖縄／基地社会の起源
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鳥山氏によると、 1945 年から 1949 年の占領初期は、 軍政の混乱期とし、 「46 年夏から
大量の引揚者が到着するようになると軍作業員数を急速に増やしていく。 基地労働をめ
ぐるこの時期の動向を描くことは、 基地関連収入に一定程度依存した社会構造が形成さ
れた経緯を把握するうえで重要である」 （６頁） と、 政治的混乱と基地と生活が付着して
いく時期として位置付けている。 次の 1949 年から 1951 年は占領政策の転換と占領継続
が決定した時期であり、 「大規模な基地拡充工事が始まり、 …米軍基地に深く規定され
た社会構造が形成されていく過程」 （７頁） と位置付けている。 対日講和が発効した
1952 年から、 大規模な占領批判が起きた 1956 年は、 「占領統治への協力に沖縄社会
の活路を見出そうとした人々の動きであり、 その論理が破たんに追い込まれていく過程」
（8 頁） と位置付けている。
　 軍用地問題を切り口に民主党らによる 「協力の論理」 が破綻していく経緯を描きつつ
も 「協力と抵抗の二極に人々を振り分けようとする思考から距離を置きつつ、 自治と復興
の希求において何が問われ、 何が賭けられていたのかを明らかにする」 （9 頁） という問
題意識で鳥山氏は論を進めている。 また、 本稿で引用した文の注において鳥山氏は
「50 年代末から基地労働者の組合運動が定着した沖縄では、 それ以前の基地労働に関
する記録が限られており、 不明な点が多い。 …それらの経験を生み出した政治 ・ 社会
状況を記述する作業は今後の課題として残されている」 （10 頁） と指摘しているが、 本
稿の課題に即して述べれば、 基地労働者をめぐる実証的解明の必要性は 50 年代前半
まで引き延ばして考える必要があると思う。
　 ところで、 基地建設 （協力） が本格化するなかで、 基地労働の劣悪さが指摘され、
その改善が目指されたとするならば、 基地拡大と労働環境改善の “調整” が、 土地収
用とは別の 1950 年代の側面といえよう。 更に、 第 4 回議会には 「賃金引上請願決議」







認できなかったので、 沖縄県議会図書室で資料調査を行い、 『立法院決議集』 （沖縄県議会図書室蔵） を調べても、
この決議案第 6 号が採決されたことを見つけることができなかった。 そのため、 『琉球政府立法院文教社会委員会
会議録　第 4 回～第 5 回』 （沖縄県議会図書室蔵） で審議の過程を確認したところ、 布令全体の廃止なのか、 該
当する条文を改正するのか、内容をめぐり米軍との調整が必要という議論に流れていったことが分かった。 併せて 『議
会時報』第 3 号（55 年 6 月）の決議案審議経過表で、第 6 号議案は「未」と記載されていた。 他の『議会時報』を見ると、










　 本稿で使用する資料は、 鳥山氏が言うところの 「破綻する協力」 期の資料でありながら、
軍雇用者の賃上げも 「米国の政策に協力」 していることを根拠にして待遇改善を求めて
いるように、 対立が先鋭化する前の際どい政治秩序のなかで流通するロジックで作られた






ると、 委員会に提出された原案は 「軍作業関係資料　自由労働の報告書」 （11－2－
11） に綴じられている （画像１）。 本会議に提案された請願決議文案や民政府に提出さ
れた （英文） 請願決議は、「人権問題に関する件」 （19－5－13） に綴じられている （画像２、
画像３）。 以下、 前者をファイルＡ， 後者をファイルＢとする。 それでは、 ファイルＡ・Ｂ
の形態や内容に関する特徴を述べると、 両ファイルともに罫線枠外に琉球政府立法院名
を付した罫紙に手書きの目次 （件番付） を付けて紐綴じされている。 ファイルＡの件名
目次から本資料の編綴状態を確認すると、①文教社会委員会による修正案決定報告書」
（8 月 31 日）、②請願決議（8 月 31 日）、④発議書（8 月 28 日）、⑤請願決議案（8 月 28 日）









あるのであります。 又当然我等の要求する賃金であります。 … （中略） …民主主義は下から権力を持っているもの
へ訴えることであります。 われわれの言うことが多数であり、 更に理屈が通れば目的が達成出来るのであります。 沖
縄の軍作業員の賃金問題を解決すれば、 沖縄の収入は増し、 次第に生活も安定する事になるのであります。 生活
が安定すれば社会も安定するわけであります。 この際、 是非私共社大党の主張に賛同して戴き、 当選の栄を勝ち
得させて戴きます。 と述べている （大山朝常 『大山朝常のあしあと』 （うるま通信社、 1977 年、 853 頁～ 854 頁）。
大山にとって基地労働者の賃金引上げ （生活の安定問題という把握） は、 人権の尊重の問題であり、 それが日本
復帰 （基本的人権の尊重という憲法の精神） につながっていったことが分かる （人種的なものよりも普遍的な価値へ
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ことで同一ファイルに綴じられていたほうが望ましいが、 先ほど紹介したように別々に綴じ
られているので、 大山がどのような編綴方針で 「軍雇用者の賃金引上請願決議」 を綴じ
たのかは不明である。 少なくとも、 「軍雇用者の賃金引上請願決議」 に関して述べると、
原案と決議文が分離して綴じられており、 客観的には乱綴といえるような状態で綴じられ
ている。
　 もっとも、 ファイルＡはタイトル名が示すように、 「賃金引上請願決議」 を作成するため
に収集した資料が綴じられている。 ファイルＢは労働問題ではなく 「人権問題」 と名付け
たところに、 大山特有の問題への処し方があったのかもしれない。
　 文案等も含めて請願決議の内容については、 別掲の資料②の通りである。 この請願







　 本節では、 前節で紹介した資料を展示活用して、 沖縄現代史を考えるという企画意図












政府の信用を失」 するような行動をとっている議長 （平良幸市） と副議長 （宮城正行）
の辞職を勧告する決議案も民主党が提出したと記述している。 この決議案をめぐるやりと
3桃原亀郎 （1897 ～ 1957） 小学校訓導を経て、 宜野湾村収入役、 同村助役、 同村村長に就任。 第 1 回 ・ 2 回
の立法院議員を勤めている。 第 13 区 （宜野湾村 ・ 浦添村） 選出。
仲宗根巌 （1895 ～ 1963） 農業技手などを勤めて、 美里村長に就任。 第 2 回 ・ 第 3 回の立法院議員を勤めている。
第 7 区 （石川氏 ・ 美里村） 選出。
　議員の経歴については 『沖縄県議会史　第 22 巻　議員名鑑』 （2007 年） を参考にした。 また、 1954 年 3 月に
第 2 回立法院議員選挙が行われている 54 年 8 月時点の内訳は次の通り、 定員 29 人のうち （社大党 12 人、 民主
党 12 人、 人民党 2 人、 無所属３人）
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りのなか、 「平良議長及び宮城副議長は辞職に追い込まれ、 新たな正副議長には、 大
浜国浩、 長嶺秋夫両議員が選出された」 （387 頁） と、 議長交代の顛末を描いている
4
 。
　 明田川氏は見出しに 「共産主義政党調査の発議」 と書いているように、 分析は共産
主義政党への対応 （米軍の防共政策の波及） が全面にでているが、議事録をみると 「民
政府の理解と援助を得て解決すべき問題が山積」 と述べた、 「理解と援助」 をめぐる沖
縄側の政治動向を確認することができる。
４：議事録から確認する議長辞職勧告の顛末
















　 それでは、 議長辞任勧告の顛末5 を確認していくが、 以下の記述からも明らかなように、
決議が出されるのは 8 月 31 日であるが、議長の交替が実際起きるのは、9 月 13 日である。
そのため、 英文決議が遡及して議長名を変えたことになる （以下、 引用文に付された頁
数は 『立法院会議録』 の頁数。 なお本件は 『沖縄県議会史』 第 18 巻に翻刻 （635 頁
～ 673 頁） されているが、 本稿は大山資料の紹介のため、 大山資料所蔵の会議録を使
用した）。
　 発議者である民主党の新里銀三6  は 「住民に責任を負う一面におきましては、 統治権
者からの指令がなくては我々すべての問題に率直に申し上げてその理解を得ることができ
（大山朝常資料所蔵） 「軍関係雇傭者の賃金引上請願決議」
（和文 ・ 英文） を中心にして沖縄現代史の分析視角を考える
4第 7 章 「土地の強制収容と立法院」、 『沖縄県議会史』 第 2 巻、 2013 年、 385 頁～ 387 頁
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ないのであります。 … （中略） …我々の福祉繁栄のために率直に訴えることができない。
沖縄の復興促進について有りの儘を訴えることができないという悲しさがあります」 （8 月
31 日 29 頁） と、提案理由を述べている。 この発言に対し瀬長亀次郎 （人民党） は、「民
政府は信頼するのか、 信頼せんのか、 こういつたようなものをどういう風に信頼といい、
信頼でないと判定されるか、 … （中略） …住民の絶対信頼支持の下にここに公選された
立法議員によつて互選された正副議長を何故アメリカ民政府は不信を抱き、 存在を全く
無視しているのか、 これは一体どつちの方に悪気があるのか、 どつちが正しいのか、 こ
ういつた点をはつきりしてもらいたい」 （8 月 31 日 30 頁） と、 住民の福利と占領下にお
ける民主主義の信頼性について新里に質問しているが、 これに対し新里は、 「…民政府
の信頼を得る人でなければいけないという問題であります。 … （中略） …現在の社大党
が健全野党の立場に立ち、 そして民主党と連携することによつてのみ軍は民政府は信頼
し得る。 提携し、 そうしてこの両政党によりまして選出されて始めて民政府はこの選ばれ


















なります。 … （中略） …民主党としてもマイナスにはなつてもプラスにはならない」 （54
頁～ 55 頁） と反論している。
5 辞任勧告決議は、 其の後、 議長 ・ 副議長の辞任届による辞任許可の取扱いになっている。
6 新里銀三 （1901 ～ 1994） は、 戦前に巡査などを勤め、 戦後は民政府工務部副部長、 宜野座村長などを勤め、




と述べ （議場からの休憩宣言を踏まえて休憩に入り）、 再開後 「ここで採決をしたいと」
発言し、 辞任許可願いを賛成多数で可決した後、 議長選挙をおこない、 27 票のうち、
大浜国浩 （14 票）、 平良幸市 （2 票） 無効投票 （11 票） という選挙結果になったので、
大浜国浩が平良議長に代わり議長に就任することになった。
　 議長交代にはこのような経緯があったのである。 この議事録の部分をパネル展示するこ
とで、 土地収用前史でありながら、 「島ぐるみ」 以前に 「共産主義政党」 への対応 （防
共政策への賛否） をめぐって二分化が起こり、 次に米軍への協力を通して沖縄の振興を




＝「復興と自治の問題」 を “動態的関係性の中で理解” するため、 対立の痕跡を示す
資料を展示し、「復興と自治」 をめぐる対立の諸相を可視化できることを本稿では提示した。








民主党型 ： アメリカの協力を得なければ実現しない以上、 アメリカの意向に沿う形で
　協調していく路線
人民党型 ： 住民の声をアメリカも尊重して、 実施すべきである、 住民の意向に沿う
　形でアメリカも協力すべきという民意重視の協調路線
　 1950 年第前半においては、 アメリカの協力を得なければ 「住民の福祉」 は実現しな
いという前提は民主党も人民党も認めているので、 要は 「民主主義の擁護者」 という支
配者のイデオロギーを逆手にとる戦術と、 東アジアにおいて冷戦体制を構築し防共政策
を実施している目の前にいるアメリカ民政府 （米軍） の立ち居振る舞いに順応した形で 「住
民の福祉」 を充実していくという戦術に分けることができる。 更に新里の発言を踏まえれば、
米軍への要請パターンも米軍の意に沿う形で行動を規定する 「適応」 型と、 米軍に沖縄
の思いを訴えて実現させる 「訴え」 型に分けることができよう。 交渉相手間で圧倒的な力
の差があるという現前のなかで、 「良好な占領と復興」 という、 矛盾と共存をはらんだ中
での協調体制を模索するのが沖縄戦後史の大枠といえる。 この協調体制は、 両者の思
（大山朝常資料所蔵） 「軍関係雇傭者の賃金引上請願決議」
（和文 ・ 英文） を中心にして沖縄現代史の分析視角を考える
120





　 また、 立法員議員の行動規範に即して述べると、 米軍の意向と住民の意向という問題
になろう。 これは 「住民の福祉」 の実現者である米軍との協調と、 自分たちを立法院議
員に当選させる有権者の意向という緊張関係をはらんだ関係の両立を目指しているという
ことになる。 立法院議員たちの活動の背景には、 矛盾する力学の中に己の存在意義を
見出す思考があったといえる。 こうした 「米軍の意向」 と 「住民の意向」 のどちらに “戦






付記 ： 本稿は 「戦後沖縄の平和運動に関する個人資料群の公開 ・ 活用モデルの構築と
実証的研究」 （基盤研究 B、 課題番号 24320133、 研究代表 ・ 鳥山淳） 及び 「琉球政
府を中心にした戦後沖縄政治史の再構築」 （基盤研究 C、 課題番号 15K03283、 研究
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資料②　請願決議文案など
【決議案文案】




になっているが、 これは政府公務員の四〇八〇円 （人事委員会調査） 民間一般雇傭者

























球列島米国民政府使用琉球人被雇用者」 によりまして、 賃金表の改正となり、 賃金引
上げをなされましたことは、 我々としても感謝の意を表するものであります。 然し現状は好
125
意ある賃上げにも拘らず、 労働日数の短縮 （以前は、 一週六日労働で、 超過勤務が
認められていたが、 現在は一週五日労働で、 超過勤務が認められていない。） 及び通
勤車の廃止による交通費の自己負担等によって実質的所得は、 尚改善されない状態に
あるのであります。
　 今、 軍関係 （被） 雇用者の賃金と民間 （被） 雇用者及び公務員の賃金俸給を比較
した場合、 前者の平均賃金は、 二、 八〇〇円 （男平均、 三、 一〇〇円、 女平均一、
九〇〇円ー直接軍から雇用されているものー一九五三年七月統計部調査） に対し、後者、
四、 六三三円 （人事委員会調査）、 四、 四八五円になっており、 遥かに低いのであります。
然るにかヽる低賃金下に呻吟しながらも、 軍関係雇用労働者 （は）、 孜々として軍関係
工事の遂行に、 又はその他諸般の仕事に従事して直接に米国の政策に協力しつヽあるこ
とは、 衆目の等しく認めている事実であります。
　 以上の如くでありますので、 実状を御賢察の上、 一般民間労働者の賃金とも勘案なさ
れまして、 軍関係被雇用者の実質賃金を適切な額に引き上げられんことを請願致す次第
であります。














第十号 「琉球列島米国民政府使用琉球人被雇用者」 によりまして、 賃金表の改正となり、
賃金引上げをなされましたことは、 われわれとしても感謝の意を表するものであります。 し
かしながら現状は、 好意ある賃金値上げにもかかわらず、 労働日数の短縮 （以前は、




（和文 ・ 英文） を中心にして沖縄現代史の分析視角を考える
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　 今、 軍関係被雇用者の賃金と民間被雇用者及び公務員の賃金、 俸給を比較した場合、
前者の平均賃金は、 二千八百円 （男平均、 三千百円、 女平均千九百円ー直接軍から
雇用されているものー千九百五十三年七月統計部調査） に対し、 後者は、 それぞれ四




　 以上の如くでありますので、 実状を御賢察の上、 一般民間労働者の賃金とも勘案なさ
れまして、 軍関係被雇用者の実質賃金を適切な額に引き上げられんことを請願いたす次
第であります。













It　is a fact patent to the public that the employed laborers of the Military Forces are 
assiduously performing the construction works concerned or other various works of the 
Military Forces, and that they are directly cooperating with the policies of the United 




元タイトル 箱番号 補正タイトル 作成年 月 日 備考
労働問題
記録（一九
五七年）
箱11-2-10 労働問題記録 立法院議員大山朝常
1冊。軍労務者の待遇
に関する資料。
1954年軍作
業関係資料
自由労連の
報告書
箱11-2-11
軍作業関係資
料　自由労連
の報告書
大山朝常
1冊。立法院での賃金
引き上げ決議案、
賃金比較などの資料。
軍関係離
職者資料 箱11-2-13
軍関係離職者
資料
コザ市役所
市長公室
復帰対策
1冊。他の自治体での
離職者対策等について
まとめた資料。
軍労務者
のこと 箱11-2-21 軍労務者ノ職種
立法院議員
大山朝常
1冊。軍労務者の携わる
職種についてまとめた
資料。
軍作業の職
種を記した
書類
軍労働者
が解雇に
なったら
箱13-1-16
資料　軍労働者
が解雇になった
ら
軍労働者の給料、失業
保険等の計算表
　(B4用紙1枚）
沖縄県駐
留軍関係
離職社対
策協会委
員
箱15-1-17 駐留軍離職者に関する資料
①沖縄県駐留軍関係視
力者資料②駐留軍離職
者求職状況調査結果
(1973/2)　
③人事異動通知書：
大山朝常　沖縄県駐留
軍関係離職者等対策協
議会委員を委嘱する
1955年米
軍雇用者
賃銀表
箱16-1- 米軍雇用者
賃銀表 大山朝常 英文資料
60労働経
済の分析
57労働法
規
68社大運
動要項
箱16-1-
労働に関する
資料2件、沖
縄社会大衆党
に関する資料
1件
箱16-1- 『琉球労働経
済の分析』
琉球政府
労政調査課
箱16-1- 『琉球現行軍労
　関係法令集』
琉球政府
労働局
労政課
箱16-1- 『1968年度運
　動要綱』
沖縄社会
大衆党
駐留軍労
務者基本
給基準表
昭和29年1
月1日改正
箱17-1-4
資料　駐留軍
労務者基本給
基準表　1冊
全駐留軍
労働組合 1955.6．22度(現行） 目次あり
「昭和29
年1月1日
改正」と
印字、1955.
6．22度
（現行）は
ペン書き
全駐留米
軍労働組
合が作成
沖縄を除
く本土の
事例
軍作業関
係資料
1955年の
箱19-5-7 新聞記事　切り抜き集
沖縄タイムス
その他
軍作業関係資料
並びに雑資料。 目次あり
1955年1
月12月ま
で
紐綴
55年人権
問題に関
する資料
箱19-5-13 人権問題に関する資料
軍関係雇用者に関する
資料、沖縄の子どもを
守る会、出版に関する
資料、新聞記事、
目次あり、
簿冊形式
1955年8
月以降
1954年の
決議の文
案など
7１　基地
関係業調 箱23-2-24
事業計画書、
報告書等
①体育館建設事業計画
書　②国立療養所建設
計画　③国際観光娯楽
振興会設立要綱　④基
地関係資料陳情書、事
業所調査報告、従業員
生活保障要請報告書
ホッチキス
留等の個別
化された資
料。④は3分
割可能、そ
のうちの1
つが基地関
連従業員の
資料
基地関連
従業員の
生活保障
に関する
資料は、
1972年2
月23日付
で、大山
コザ市長
から行政
主席に要
請した。
表紙をめ
くると「五
五年十月
上林君よ
り戴く」と
記載
「一九五
五年四月
十四日」
とある
が、これ
は英文資
料の日付
を採録し
たと思わ
る。
表１　大山朝常資料 ・軍雇用関係資料
